
４　主要事業一 覧

※　【　】は長野県総合５か年計画(仮称)原案のプロジェクト関連事業 企　画　部

１　協働の機会創出事業費 7,498

県民協働・ＮＰＯ課

  FAX　026-235-7258 [ 5,533 ]

  E-mail　kyodo-npo@pref.nagano.lg.jp

２　人権啓発推進事業費 38,352

人権・男女共同参画課

  FAX　026-235-7389 [ 20,435 ] ＊

  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

平成22年２月に策定した「長野県人権政策推進

基本方針」に基づき、様々な機会を通じて県民の

人権意識の高揚を図り、人権が尊重される社会づ

くりを推進します。

　・人権に関する研修会・学習会の実施及び支援

　・多様な広報媒体を活用した啓発の実施

　・人権啓発センターにおける啓発機能強化

事　　　　業　　　　名

要　求　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

　県民協働により一層質の高いサービスの提供や

地域課題の解決を図るため、日常的にＮＰＯ等と

県との協働相談や協働のコーディネートを行う窓口

を新たに設置し、情報交換・発信・交流から協働の

体制づくりまでを一元的に支援します。

【活動人口増加】

  ・協働コーディネートデスク（仮称）の設置

別紙２

　現状以下（H23：436件)

人権侵犯事件新規受理件数

  ・「ボランティア交流センターながの」の民間委託

新

３　男女共同参画社会づくり 15,822

　　推進事業費

人権・男女共同参画課 ＊

  FAX　026-235-7389 ＊

  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp [ 15,333 ]

４　消費生活安定向上事業費 12,117

生活文化課消費生活室

 FAX 026-223-6771 [ 84,539 ]

 E-mail shohi@pref.nagano.lg.jp

　新たに消費者基本計画を策定し、消費者施策に

ついて、より計画的・具体的な展開を図ります。

　また、消費者の自立に向けた啓発の推進や市町

村の相談体制の整備支援などに取り組みます。

 　・消費者基本計画の策定

 　・多様な団体等と連携した啓発の推進

 　・市町村消費生活相談支援員の配置

＊市町村消費生活センターの人口カバー率

　　48.2％以上

割合　　10%

第３次長野県男女共同参画計画(平成23年度～

平成27年度)に基づき、県民の男女共同参画に対

する意識の高揚や基盤づくりを図り、男女共同参

画社会づくりを推進します。

　・男女共同参画推進啓発イベントの開催

　・男女共同参画に関する講座等の実施及び支援

　・男女共同参画センターによる研修、情報提供、

　　相談等の実施

県の審議会等での女性委員の割合　40%

民間企業の課長相当職以上に占める女性の

新



事　　　　業　　　　名

要　求　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

276,249

交通政策課新幹線・在来線企画室

  FAX　026-235-7396 [ 0 ]

  E-mail　tetsudo@pref.nagano.lg.jp

25,800

【農山村産業クラスター形成】

交通政策課 [ 18,900 ]

  FAX　026-235-7396

  E-mail　kotsu@pref.nagano.lg.jp

249,406

    ・信州まつもと空港利用促進協議会負担金

＊定期便全体の年間平均利用率：70％

７　地域鉄道安全性向上支援

　　事業補助金

　地域の公共交通機関の基幹として大きな役割を

担う地域鉄道路線の維持を図るため、地域におけ

る協議会の承認を経た計画に基づき地域鉄道事

業者が行う安全輸送維持のための設備整備に対し

て助成します。

　信州まつもと空港を発着する定期便の広報宣伝

や誘客キャンペーンの実施、国際チャーター便の

誘致等、関係機関が一体となった利用促進を図り

ます。

　長野以北並行在来線の安定的な経営を確保す

るため、経営を引き受けるしなの鉄道㈱が、「長野

以北並行在来線基本計画」に基づいて実施する初

期設備投資等に対して助成します。

　　・事業主体　しなの鉄道㈱

　　・補助率 　　定額

５　長野以北並行在来線開業

　　準備事業補助金

６　信州まつもと空港活性化

　　事業費

       【うち国際チャーター便の誘致6,900千円】

＊国際チャーター便の就航数：30便

　　・事業主体　地域鉄道事業者

交通政策課新幹線・在来線企画室

  FAX　026-235-7396 [ 77,712 ]

  E-mail　tetsudo@pref.nagano.lg.jp ＊県内鉄道キロの維持：750.2km

10,000

交通政策課新幹線・在来線企画室

  FAX　026-235-7396 [ 0 ]

  E-mail　tetsudo@pref.nagano.lg.jp ＊エレベーター等設置駅数：18駅

139,254

１　運行欠損費への助成

交通政策課 ２　購入車両の減価償却費等への助成

  FAX　026-235-7396 [ 108,932 ]

  E-mail　kotsu@pref.nagano.lg.jp

８　利用者にやさしい駅舎の

　　整備事業補助金

　　・事業主体　鉄道事業者

　　・補助率 　　1/6以内

　　・補助率　　　1/2以内

９　地域間幹線バス路線確保

　　維持事業補助金

　広域的、幹線的バス路線の確保維持を図るた

め、地域における協議会の協議を経た計画に基づ

き運行されるバス路線に対して助成します。

＊地域間幹線バス路線数の維持：32系統

　　・事業主体　乗合バス事業者

　 県民生活に密着した社会基盤である鉄道駅の

バリアフリー化を促進するため、地域における協議

会の承認を経た計画に基づき鉄道事業者が行う駅

のバリアフリー化のための設備整備に対して助成し

ます。

　　・事業主体　地域鉄道事業者

　　・補助率 　　1/6以内



事　　　　業　　　　名

要　求　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

4,833

１　地域交通再構築ガイドラインの作成

２　地域交通再構築促進セミナーの開催

３　地域交通再構築促進モデル地域への助成

交通政策課 [ 0 ]

  FAX　026-235-7396

  E-mail　kotsu@pref.nagano.lg.jp

11   ながの結婚・子育て応援 23,064

　　　事業費

【活動人口増加】

企画課

  FAX　026-235-7471 [ 1,180 ]

  E-mail　kikaku@pref.nagano.lg.jp

2,500

　　・事業主体　市町村等

12　子ども・若者支援地域

　　 協議会事業費

・ながの結婚・子育て応援宣言（仮称）

＊地域における交通システムの見直し：４地域

・ながの結婚応援センター（仮称）の設置　等

　未婚者の増加が少子化の最大の要因になってい

るため、子育て支援に加え、結婚を希望する者の

出会いの機会を拡大することなどにより、少子化傾

向の改善を図ります。

10  地域交通システム再構築

     促進プロジェクト事業費

　社会生活を円滑に行うのに困難を有する子ども・

若者が、社会的自立に向けた支援を地域における

・ながの子ども・子育て応援県民会議の運営

　　・補助率 　　1/2以内

＊県の推計値を上回る出生数：600人(H29)

　地域の実情に即した交通サービスの導入等を促

進することにより、持続可能な地域交通システムへ

の再構築を図ります。

新

新

新

新

【雇用・社会参加促進】

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 1,268 ]

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp

11,000

【雇用・社会参加促進】

＊補助支援団体数等：

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 0 ]

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp

161

【教育再生】

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 1,170 ]

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp ＊審査委員会開催数：２回

　ニート、ひきこもり等の社会的生活に困難を有す

る子ども・若者に対し、アウトリーチ（訪問相談）、出

口戦略を持った居場所の提供、宿泊を伴う研修を

実施する支援団体に助成するとともに、支援団体

の人材養成講習会を開催します。

14　発達支援を専門的に行う

     学びの場づくり検討事業費

　発達障害に対する先進的な指導・普及に対応し

た教育内容や先進的なノウハウを持ち、発達障害

教育の充実に資することを目的とする学びの場に

ついて検討します。

　　 協議会事業費

　　・人材養成講習会２回

　　・出口戦略を持った居場所の提供2か所

　　・宿泊を伴う研修１か所

　　・訪問相談１か所

13　困難を有する子ども・若者

　 　の社会的自立支援事業費

若者が、社会的自立に向けた支援を地域における

ＮＰＯ等の支援団体・機関から円滑に受けることが

できるよう、子ども・若者育成支援推進法に基づく、

子ども・若者支援地域協議会を運営します。

＊支援実施者数：36人

新



事　　　　業　　　　名

要　求　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

15　ながの版　通学合宿事業 4,000

      補助金

【教育再生】

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 0 ] ＊実施学校数：２０校

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp ＊参加児童数：４００人

16　 「 アート・リゾート信州」構築 57,100

 　　事業費

【農山村産業クラスター形成】

【誇りある暮らし実現】

生活文化課

  FAX　026-234-6579 [ 50,000 ]

  E-mail　seibun@pref.nagano.lg.jp

　　・事業主体　長野県青少年育成県民会議

　　・補助率 　　定額

　子どもたちの自立心やコミュニケーション能力を

養うため、地域の公民館などで共同生活をしながら

学校へ通う「通学合宿」に対する経費を助成しま

す。

　優れた文化芸術の鑑賞機会や発表の機会を広く

県民に提供し、心豊かな暮らしを実現すると同時

に、アートで彩られ多くの人が訪れる場を創出しま

す。

・サイトウ・キネン・フェスティバル松本2013の共催

・若手芸術家等の新たな活動の場の創出

＊参画アーティスト数：30組

＊サイトウ・キネン・フェスティバル鑑賞者数：85,000人

新

新

新


